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昨冬の需給ひっ迫を踏まえた
広域的な需給ひっ迫対応に係る検討課題について

（kWhひっ迫時の供給力対策）

２０２１年９月２２日

電力広域的運営推進機関

第６５回調整力及び需給バランス
評価等に関する委員会 資料2-2



2本日の概要

◼ 前回の本委員会において、 kWh余力の把握方法やkWh余力の管理期間、確保すべき水準や対策実施の考
え方について御議論いただいた。

◼ 本日は、それらの方向性を踏まえたkWh余力管理を行う2週間以内の段階における、kWhひっ迫時の追加供
給力対策の実施に関する考え方についてご議論いただきたい。

2020 2021年度
課題

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

A.広域予備率・
でんき予報の算
定方法

➢ BG計画消費量や入船日等を踏まえた燃料制
約の考え方の検討

➢ リスク量をどの程度見込むか
➢ 指標の見せ方
➢ 確保すべき水準
➢ 揚水の扱い
➢ インバランス料金の扱い
➢ TSO・BGからどのようなデータを受領するか
➢ システム化には時間を要するため、それまでの対

応の検討（でんき予報等関連システム等）

B.円滑な電力融
通の実施に向け
たルール化

➢ 燃料制約解除の際の融通量の設定の考え方の
検討

➢ 燃料制約を解除したBGは将来的に燃料不足
に陥るリスクが高まるため、解除後のフォローにつ
いて検討

C.需給ひっ迫時
の政府の節電要
請等に関するフ
ローの整理

➢ 需要側対策に移る条件の整理
• 自家発焚き増しが発動に時間を要することと
の整合

• どのレベルまで燃料を先使いするか検討
➢ 非ひっ迫エリアにおける対策実施の条件
➢ 発動ルールの整理
➢ 市場未約定分の扱い
➢ 焚き増しにあたっては、大気汚染防止法による

環境規制等への留意が必要

kWh不足の予備率への反映方法

国の整理を踏まえ、燃料制約解除の判断内容と燃料制約を外した
火力予備を前提とした送受電可能量を算定するルールの検討

追加供給力対策の実施項目と実施判断基準の整理

調整力等委での議論

これらのうち、
kWhひっ迫時の

短期的な
追加供給力対策

今回



3kWhひっ迫における対策の全体像

◼ kWhひっ迫の対策は、大別して、燃料調達のリードタイム※より前に行うことができる対策と、リードタイムを割り込んだタ
イミングでの供給力対策・需要側対策が考えられる。それぞれのタイミングで、市場や需要家への影響等も考慮したう
えで、kWhひっ迫に陥らないよう対策を取る必要がある。

◼ kWhひっ迫対策においては、まずは燃料調達のリードタイムを踏まえ、できるだけ早い段階で、kWhひっ迫に関する適
切なシグナルの発信を行い、事業者による燃料調達等の望ましい対応を促す対応が重要であると考えられる。

◼ 今回論点とするkWh余力率管理を行う2週間前の断面における供給力対策は、国、広域機関、一般送配電事業
者が関係事業者等の協力を得ながら、燃料の追加調達が見込めない状況において、kWhひっ迫の中で安定供給を
確保するために行う、供給力を積み増す対策となる。

※海外からのLNGの調達には、2か月程度のリードタイムが必要となる。

※その他、事業者による短期的な燃料の配船調整
や、事業者間の燃料融通等も考えられる。

2週間前

kWh余力率管理2か月前
4か月~2か月前

kWhモニタリング

需給検証
kWhバランス評価

＜供給力対策＞
○電源Ⅰ’・電源ⅡOP運転
○電源Ⅰ’長時間発動
○発電設備の焚き増し依頼
○供給電圧調整

＜需要側対策＞
○効率的な電力の
使用の呼びかけ

○節電要請
○計画停電
○電気の使用制限

目的 リスクシナリオを踏まえた見通しを示すことで発電事業者や小売電気
事業者などに適正な供給力（kWh）確保や余力の管理を促す

kWh不足が生じた場合に、国、広域機関、一送が
需給対策を講じるための指標を定め、確認する

対応 ・発電事業者等：燃料の追加調達や相互融通を含む、必要な燃
料調達計画の見直し

・小売電気事業者等：相対契約等を活用した供給力の確保、ディ
マンドリスポンス契約の拡充等

国、広域機関、一送による供給力・需要側対策

今回
論点
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（１）供給力対策

・kWh余力率管理を行う2週間の断面における供給力対策

・電源Ⅰ’発動、電源ⅡOP運転について

・電源Ⅰ’の長時間発動について

・発電設備の焚き増しについて

・広域機関からの焚き増しへの協力依頼について

（２）融通指示

・供給力対策の実施と融通指示

・非ひっ迫ブロックにおける追加供給力対策の発動について

（３）供給力対策の全体フロー

・kWhひっ迫時の供給力対策の開始判断と時期

・kWhひっ迫時の供給力対策の後段の早期実施検討

・kWhひっ迫時の供給力対策の開始判断と実施のイメージ



5kWh余力率管理を行う2週間の断面における供給力対策

◼ kWh余力率管理を行う2週間の断面における供給力対策の実施においては、各対策の留意点等を考慮しつつ、原
則として市場や社会への影響が少ない対策から検討し、前段の対策でひっ迫状態を解消できない場合は影響が大
きい後段の対策を順次検討し、実施していくべきと考えられる。

◼ 各対策の原則的な検討順序は、①電源Ⅰ’発動・電源ⅡOP運転、②電源Ⅰ’長時間発動・発電設備の焚き増しと
し、加えて、エリア間の融通指示を行う必要がある場合には、（1）空容量の範囲内、（2）マージン開放、（3）運
用容量拡大の順に検討を行い、必要に応じて実施することとしてはどうか。

対策 概要 留意点
市場・社会
影響

判断の
優先順位

①電源Ⅰ’発動
・H1需要時の需給バランス調整用電
源（主にDR）

・1回3時間、年度12回までの発動回
数制限

①電源ⅡOP運転
・kWひっ迫時に電源Ⅱを定格出力
以上で運転

・電源ごとにOP可能時間等の制約

②電源Ⅰ’長時間
発動

・kWh対策としての電源Ⅰ’の長時間
活用（24時間×6日間）

・年度1回の発動制約
・通常の電源Ⅰ’と同一契約者
・可能な範囲での協力依頼

②発電設備の焚き
増し

・電源Ⅲ、自家発等の発電設備保
有事業者、および相対契約を持つ
小売電気事業者・アグリゲータへの
焚き増し依頼

・市場供出または相対契約を前提とした、
強制力を持たない「依頼」

（※一送による買い取りは国にて議論
中のため、本議論には含めない）

小

大

高

低

※実際の対策実施の判断にあたっては、上記の順位を原則としつつも、各対策の留意点や実際の需給状況等を考慮し、必要に応じて柔軟に運用する。

融通指示：（1）空容量の範囲内（2）マージン開放（3）運用容量拡大



6電源Ⅰ’発動、電源ⅡOP運転について

◼ 電源Ⅰ’発動・電源ⅡOP運転は、もともとkWひっ迫時の対策として想定しているものであり、特に電源Ⅰ’には年12
回かつ1回当たり3時間の発動制約がある。

◼ 一方で、市場や需要家への影響が小さい対策であり、かつkWhひっ迫対策としても一定の効果を持つことから、
kWhひっ迫時においても、各対策の留意点や需給状況等を考慮しつつ、kWh余力率が3%程度を下回る場合
には、広域機関と一般送配電事業者で協議の上で実施を判断することとしてはどうか。

◼ 電源I‘はほとんどがDRであることから、発動による減産の取り返し等がひっ迫期間内に起きないよう、留意する必要が
ある。また、各エリアにおける電源Ⅰ’の発動回数の残数、kWひっ迫を伴う可能性が高いピーク時間帯での発動、1
日1回の発動にとどめることなどを併せて考慮することとしたい。

◼ 電源Ⅰ’長時間発動と通常の電源Ⅰ’発動の関係については、同一の契約者に対してどちらかしか依頼できないこと
から、実際の需給状況等を考慮し、必要がある場合には、通常の電源Ⅰ’発動も検討することとしてはどうか。

電源I’・ⅡOP発動

ひっ迫となる
タイミング

対策実施判断
（ひっ迫２週前）

ひっ迫１週前

kWh余力率の確認範囲

1ターム目(2週間前) 2ターム目(1週間前) ひっ迫週間現在



7電源Ⅰ’の長時間発動について

◼ 電源Ⅰ´の長時間（24時間以上6日程度）の継続時間についての可能な範囲での協力依頼（以下、電源Ⅰ´の
長時間発動）にあたっては、6日程度前には発動依頼を実施することが必要となる。

◼ また、第60回本委員会(2021年4月30日)に示した通り、電源Ⅰ´長時間発動は、実態として「需要家の生産調
整などの事業性に影響を与えること」、あるいは「需要家の自家発焚き増しにより対応すること」となることから、実施順
位としては、後段の発電設備の焚き増しと同順位としてはどうか。

◼ したがって、2週間後のkWh余力率が3%程度を下回るなど、 2ターム目（1週間前）からの追加供給力対応が
必要と、広域機関と一般送配電事業者で協議の上で判断した場合に、判断した場合に、電源Ⅰ´の長時間発動
を実施することとしてはどうか。

出所）第61回制度設計専門会合(2021年5月31日)
資料5-1
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_s
ystem/pdf/061_05_01.pdf

ひっ迫となる
タイミング

対策実施判断
（ひっ迫２週前）

ひっ迫１週前

電源Ⅰ‘長期間発動

kWh余力率の確認範囲

現在2週前に対策が必要なkWh余力率の
低下を把握

実施
判断

6日程度

1ターム目(2週間前) 2ターム目(1週間前) ひっ迫週間

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/061_05_01.pdf


8発電設備の焚き増しについて

第37回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 資料6

◼ 資源エネルギー庁の審議会において、需給ひっ迫時における自家発の焚き増しについて論点提起がなされ、平時か
ら事業者が自ら備え、発動の判断がなされることが望ましいとして、小売・アグリゲータ等との相対契約（経済DR契
約を含む）またはJEPX市場供出が推奨されている。

◼ 一方、小売・アグリゲータとの相対契約もJEPX供出も困難な自家発においては、一送による買い取りが検討されて
いる。

◼ そのため、一送による自家発買い取りの議論は国の審議会による今後の整理を待つこととして、今回は、需給ひっ
迫時に発電設備の保有者、およびそれらと相対契約を持つ小売・アグリゲータに対して、発電設備の焚き増しを依
頼することについて、ご議論いただきたい。



9広域機関からの焚き増しへの協力依頼について

◼ 発電余力を持つ発電設備には、その焚き増しにより、kWhひっ迫を緩和する効果を見込むことができるものがある。

◼ そうした発電設備のうち、電源Ⅰ・Ⅱは、一般送配電事業者との調整力契約があり、焚き増しができる余力のある
発電設備に対しては、その調整力運用の中で指令等を行うことができる。

◼ 他方、調整力契約のない、いわゆる電源Ⅲや自家発電設備と呼ばれる発電設備は、kWhひっ迫を緩和する発電
余力を持ちつつも、実際には焚き増しを実施していない発電設備が存在しうる。

◼ そのような電源Ⅲや自家発電設備に可能な範囲で焚き増しを実施いただくよう、kWh余力率3%程度以下
（kWhひっ迫）になり、必要と判断した場合には、広域機関から、発電設備の所有者等である電気事業者
（広域機関の会員）等に対して、下記の方法・内容の協力依頼を行うこととしてはどうか。

◼ この際、ひっ迫している燃料種の不足をさらに助長する発電設備の焚き増しは本依頼から除外する旨、依頼文に
記載する。

発出方法（発出先） 一斉メール（広域機関の全会員）、広域機関HP掲載（会員＋その他電気供給事業者等）※3

対象事業者 ひっ迫ブロック（※1）に対象発電設備を持つ事業者、それらと相対契約（経済DR含む）を持つ事業者

対象発電設備 一般送配電事業者と調整力契約を持たない、ひっ迫ブロック（※1）の発電設備（いわゆる電源Ⅲ・自家発）

対象期間 依頼時点からkWhひっ迫週間まで（延長するときは、追加の依頼を行う）

依頼内容 可能な範囲での発電設備の稼働・出力の増大（※2相対契約を有する場合は、契約を優先）

燃料種 「ひっ迫している燃料種の不足をさらに助長する発電設備の焚き増しは本依頼から除外」の旨、メール・HPに記載

電気の受け渡し JEPX供出または相対契約（※2 精算も、JEPXまたは相対契約の中で実施）

※1 原則としてひっ迫ブロックで実施するが、融通可能な場合は非ひっ迫エリアでも実施することがある。
※2 事前に対応可否を確認せず、事業者に対して広く協力依頼をするという性質上、強制力は持たせず、可能な範囲での任意の協力を求める形とする。
※3 ひっ迫している燃料種以外の発電設備の焚き増しに限定するよう、メール発出対象とする事業者を選定すること等を今後検討する。
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（１）供給力対策

・kWh余力率管理を行う2週間の断面における供給力対策

・電源Ⅰ’発動、電源ⅡOP運転について

・電源Ⅰ’の長時間発動について

・発電設備の焚き増しについて

・広域機関からの焚き増しへの協力依頼について

（２）融通指示

・供給力対策の実施と融通指示

・非ひっ迫ブロックにおける追加供給力対策の発動について

（３）供給力対策の全体フロー

・kWhひっ迫時の供給力対策の開始判断と時期

・kWhひっ迫時の供給力対策の後段の早期実施検討

・kWhひっ迫時の供給力対策の開始判断と実施のイメージ



11供給力対策の実施と融通指示

◼ kWh広域ブロックのkWh余力率が3%程度以下に低下した場合には、ひっ迫ブロックでの供給力対策①、および
非ひっ迫ブロックからひっ迫ブロックへの融通指示を併せて検討し、需給状況等を勘案しながら各対策や融通指示
を実施する。

◼ その対策の実施後もひっ迫ブロックのkWh余力率が3%程度に満たないと想定される場合には、ひっ迫ブロックにお
いて後段の対策②を検討しつつ、非ひっ迫ブロックにおいても、ひっ迫ブロックへ融通するための連系線空き容量があ
り、かつ融通原資が不足する場合には、対策①②をひっ迫エリアと整合的に検討していくことでどうか。（第45回
本委員会にて示した非ひっ迫エリアにおける電源Ⅰ´発動の考え方と同様：次スライドにてご説明）

◼ 上記手順において、ブロック間の融通指示のための連系線空容量が明らかに不足する場合には、（2）マージン開
放、（3）運用容量拡大を検討することとしたい。ただし、（2）は大規模電源脱落時等の対応余力の低下等、
（3）は連系線異常時の停電リスク等を伴うことを考慮の上、実施を判断する。

ひっ迫ブロック

①電源I’ ・電源ⅡOP

②電源I’ 長時間、発電設備焚き増し

①電源I’ ・電源ⅡOP
②電源I’ 長時間、発電設備焚き増し

非ひっ迫ブロック

融通指示
（1）空容量範囲内
（2）マージン開放
（3）運用容量拡大

整合的に実施



12非ひっ迫ブロックにおける追加供給力対策の発動について

◼ 第45回本委員会では、他エリアの需給改善のための融通原資が不足する場合には、電源I’の活用を検討すること
とした。

◼ 上記と同様の考え方から、融通指示によりkWh余力の融通が可能と想定される場合には、非ひっ迫ブロックにおけ
る追加供給力対策①②の実施は、ひっ迫ブロックと整合的に検討することとしてはどうか。

第45回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料4 https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/files/chousei_45_04.pdf



13（参考）マージンの使用

◼ 地域間連系線には運用容量の一部を安定供給の確保のため、マージンとして空き容量とは区別して管理している。
業務規程第152条の規定により、緊急時はマージンを使用した供給を行うことができる。

◼ kWhひっ迫時においても、非ひっ迫ブロックからひっ迫ブロックへの融通指示の際に連系線空き容量が不足する場合
には、適宜マージンを使用して融通を実施していく。

第57回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料5

※「マージン」とは、電力系統の異常時若しくは需給ひっ迫時その他の緊急的な状況において他の供給区域から連系線を介して電気を受給
するため若しくは電力系統を安定に保つため、電力市場取引の環境整備のため、又は調整力の供給区域外からの調達のために、連系線の
潮流方向ごとの運用容量の和の一部として本機関が管理する容量をいう。

空容量

(a)マージンの管理 (b)マージン確保の考え方



14（参考）運用容量の拡大

◼ 地域間連系線の運用容量は、各制約によって設定されている。業務規程第153条の規定により、緊急時は運用
容量を拡大し、融通を行うことができる。

◼ 昨冬の需給ひっ迫時においてもマージン使用その他の対策を行ってもなお一部の連系線の空容量が不足しており、
需給ひっ迫のおそれがあったことから、運用容量拡大を実施した。

◼ 運用容量の拡大は制約要因に起因する供給信頼度の低下が伴うことから、需給ひっ迫状況、系統状況、故障発
生時の社会的影響を総合的に勘案し、慎重な判断が求められる。

連系線の運用容量算出における検討条件について
（2022～2031年度） 2021年5月31日
※各限度のグラフを修正 第57回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料5

(b)昨冬に実施した運用容量拡大(a)運用容量の上限値の考え方



15（参考）kWh余力率に基づく融通指示について

◼ kWh余力率の平均化のためには、広域ブロック間・広域ブロック内において、広域機関からの融通指示が必要となる
ケースが想定される。

◼ なお、融通指示を適切なタイミングで実施するためには、エリアごとに適切にkWh余力率の把握や管理を行い、各一
般送配電事業者がエリアの需給状況のひっ迫を把握し、融通の必要性やその期間・量等を判断できることが必要と
なる。

エリアA エリアB エリアC

広域ブロック①
kWh余力率1%→3%

広域ブロック②
kWh余力率10%→6%

2%→3% 0%→3%

1%

10%→6%

広域機関からの融通指示

4%

kWhひっ迫時の融通指示のイメージ
（エリアA、B、Cは、同一需要規模と仮定）

第６４回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/files/chousei_64_02r1.pdf
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（１）供給力対策

・kWh余力率管理を行う2週間の断面における供給力対策

・電源Ⅰ’発動、電源ⅡOP運転について

・電源Ⅰ’の長時間発動について

・発電設備の焚き増しについて

・広域機関からの焚き増しへの協力依頼について

（２）融通指示

・供給力対策の実施と融通指示

・非ひっ迫ブロックにおける追加供給力対策の発動について

（３）供給力対策の全体フロー

・kWhひっ迫時の供給力対策の開始判断と時期

・kWhひっ迫時の供給力対策の後段の早期実施検討

・kWhひっ迫時の供給力対策の開始判断と実施のイメージ



17kWhひっ迫時の供給力対策の開始判断と時期

◼ 前回の本委員会において、kWh対策は、早めに発動を判断し、長い期間にわたって対策を講じることが効果的なこ
とから、判断時点でのリスクの確度を踏まえつつ、適切なタイミングで対策を実施することが必要とした。

◼ 具体的には、週間ごとに更新するkWh余力率管理において、3%程度以下となるひっ迫ブロックが予測された時点
で、kWh余力率3%程度の回復を目標として各対策の実施を判断することとした。

第64回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/files/chousei_64_02r1.pdf

※kWh余力率は、燃料在庫を週間需要予測量で割って算出する。100%＝週間需要予測量



18kWhひっ迫時の供給力対策の後段の早期実施検討

◼ kWhひっ迫時における供給力対策は、原則として、市場や社会への影響の少ない対策から実施し、影響が大きい
対策は前段対策でひっ迫状態を解消できない場合に順次実施していくことが望ましいが、対策の効果が蓄積的で
あることから、kWhひっ迫が判明した時点で早期に後段対策の実施要否を検討すべきと考えられる。

◼ また、これまで述べてきたように、各対策にはそれぞれ留意点や制約があり、また効果量を一定の正確さをもって想
定することが難しい対策もあることから、実際の対策実施にあたっては、需給状況等を考慮し、柔軟に運用すること
としてはどうか。

kWh余力の想定推移

確保すべき水準

日

kWh余力

零点（運用下限）

対策なし

対策①のみ

対策①+②

対策

①電源ⅡOP運転

①電源Ⅰ´発動

②電源Ⅰ´長時間発動

②発電設備の焚き増し依頼
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kWhひっ迫時の供給力対策の開始判断と実施のイメージ

②電源Ⅰ´長時間発動

融通指示（1）融通指示
（2）マージン開放
（3）運用容量拡大

②発電設備焚き増し

ひっ迫週間

適宜実施

実施期間

2ターム目
（1週間前）

1ターム目
（2週間前）

連絡・準備

実施判断

実施判断

実施判断

kWh余力率管理

確保すべき水準=3%

kWhモニタリング kWhひっ迫判断
2か月前～

kWh余力率の推移

対策なしの場合の想定カーブ

①電源Ⅰ´発動・電源ⅡOP運転

追加供給力対策実施後の想定カーブ

実施期間連絡・準備実施判断

適宜実施



20kWhひっ迫時の供給力対策案のまとめ

◼ kWh余力率管理の対象である2週間というタームにおいてkWh不足が判明した場合に取り得る、供給力対策に関
して、調整力の活用、発電設備の焚き増し、融通指示との組み合わせについて議論した。

◼ 電源Ⅰ´発動・電源ⅡOP運転は、kWh余力率が3%程度を下回る場合には、kWひっ迫も同時に起きる可能性が
高いピーク時間帯での発動、 1日1回の発動にとどめることなどを考慮の上、実施を判断することとしてはどうか。

◼ 電源Ⅰ´長時間発動は、実態として需要家事業性に影響を与えること、あるいは需要家の自家発焚き増しで対応
することから、実施の検討順序としては、電源Ⅰ’発動・ⅡOP運転より後段、発電設備焚き増しと同じとしてはどうか。

◼ 電源Ⅰ´長時間発動は、6日程度前に実施することが必要なことから、2週間後のkWh余力率が3%程度を下回る
場合、1週間前からの追加供給力対応が必要と判断した場合に、実施することとしてはどうか。

◼ 電源Ⅲや自家発などの焚き増しに関しては、広域機関から、広域会員である発電設備保有事業者、およびそれらと
相対契約を持つ小売電気事業者やアグリゲータ―等に対して、焚き増しを依頼することでどうか。この際は、ひっ迫し
ている燃料種の電源は依頼対象から除外することでどうか。

◼ 供給力対策の検討順序は以下の表のようにしてはどうか。

対策 概要 留意点
市場

・社会影響
判断の
優先順位

①電源Ⅰ’発動 ・H1需要時の需給バランス調整用電源（主にDR） ・1回3時間、年度12回までの発動回数制限

①電源ⅡOP運転 ・kWひっ迫時に電源Ⅱを定格出力以上で運転 ・電源ごとにOP可能時間等の制約

②電源Ⅰ’長時間発動
・kWh対策としての電源Ⅰ’の長時間活用（24時間
×6日間）

・年度1回の発動制約
・通常の電源Ⅰ’と同一契約者

②発電設備の焚き増し
・電源Ⅲ、自家発等の発電設備保有事業者、および
相対契約を持つ小売電気事業者・アグリゲータへの
焚き増し依頼

・市場供出または相対契約を前提とした、強制
力を持たない「依頼」

・一送による買い取りは国にて議論中

小

大

高

低

供給力対策の検討順序（案）

融通指示：（1）空容量の範囲内（2）マージン開放（3）運用容量拡大


